
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 東海財務局長

【提出日】 平成29年８月10日

【四半期会計期間】 第56期第１四半期（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

【会社名】 シンクレイヤ株式会社

【英訳名】 SYNCLAYER INC.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　山口　正裕

【本店の所在の場所】 名古屋市中区千代田二丁目21番18号

【電話番号】 052(242)7871(代表)

【事務連絡者氏名】 常務取締役管理本部長　　國江　敏

【最寄りの連絡場所】 名古屋市中区千代田二丁目21番18号

【電話番号】 052(242)7875

【事務連絡者氏名】 常務取締役管理本部長　　國江　敏

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

シンクレイヤ株式会社(E05326)

四半期報告書

 1/15



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第55期

第１四半期連結
累計期間

第56期
第１四半期連結
累計期間

第55期

会計期間
自平成28年４月１日
至平成28年６月30日

自平成29年４月１日
至平成29年６月30日

自平成28年４月１日
至平成29年３月31日

売上高 （百万円） 1,233 1,749 6,504

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △175 2 294

親会社株主に帰属する四半期

純損失（△）又は親会社株主

に帰属する当期純利益

（百万円） △169 △4 238

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △186 △23 265

純資産額 （百万円） 959 1,366 1,411

総資産額 （百万円） 5,257 5,724 6,055

１株当たり四半期純損失金

額（△）又は１株当たり当期

純利益金額

（円） △47.12 △1.35 66.08

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 18.3 23.9 23.3

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．第55期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。また、第55期第１四半期連結累計期間及び第56期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当社グループは、当社と連結子会社３社で構成されており、ケーブルテレビ施設のシステムの最適化を図ることを

目的としたケーブルシステム・インテグレーション事業を主な事業としております。

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、

主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

（1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間における日本経済は、輸出の回復や国内需要の持ち直しの動きが見られ、個人消費も

実質総雇用者所得環境の改善を背景に緩やかな回復基調にあります。一方、世界経済も緩やかに回復しているもの

の、アメリカの金融政策の影響、中国を始めアジア新興国等の経済の先行き、政策に関する不確実性による影響等

により、我が国の景気が下押しされる懸念もあることなど、引き続き不透明な状況も続いております。

　ケーブルテレビ業界におきましては、ケーブルテレビ加入者数は平成28年９月末現在で世帯普及率の約52%にあ

たる2,959万世帯(同年３月末加入者数は2,948万世帯)と底堅く推移しており、重要な社会基盤としてその役割を果

たす一方、通信事業者との競争は依然として激化傾向にあり、サービスの更なる高度化が望まれております。

　また、平成29年４月より110度CSによる4K試験放送も開始され、平成30年12月の4K・8K実用放送開始に向けたテ

レビ受信設備の改修とともに、高度化するインターネットサービスへの設備対応策としてFTTH※１への移行、もし

くは既存のHFC※２の更新と高速ケーブルモデムシステムの増強への設備投資がより一層活発となっております。

　このような状況の下、当社グループは、市場動向に応じた伝送路の光ファイバー化工事及びそれに伴う光端末器

の販売等に注力し、FTTH関連売上を全体の6割以上に向上させるとともに、HFC向け広帯域増幅器、集合住宅の通信

を高速化するケーブルメディアコンバータ※3等、既存の同軸ケーブルを主体とした伝送路を高度化する機器の販

売にも力を入れてまいりました。この結果、連結売上高は1,749百万円(前年同四半期比41.8％増)、営業損失は0百

万円(前年同四半期は175百万円の損失)、経常利益は2百万円(同175百万円の損失)、親会社株主に帰属する四半期

純損失は4百万円(同169百万円の損失)と大幅な改善となりました。

※１ FTTH・・・・ファイバー・ツー・ザ・ホーム・・・光ファイバーのみで構成された伝送路システム

※２ HFC ・・・・光ファイバーと同軸ケーブルを組み合わせた伝送路システム

※３ ケーブルメディアコンバータ・・・高速の光通信と従来の同軸システムを接続可能とする伝送方式交換機

 

（2）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（4）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の総額は45百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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（4）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社グループの主要取引先はケーブルテレビ事業者であります。ケーブルテレビは、多チャンネル放送サービ

ス、地域に密着した放送サービス、更にはインターネット接続サービスも提供する総合的な情報通信基盤として成

長してきましたが、情報通信分野では、いわゆるトリプルプレイ（放送、インターネット、電話）において大手

キャリアとケーブルテレビ事業者の放送・通信の相互参入による競争が激化しております。

　このような経営環境の中で、ケーブルテレビ事業者は加入者確保のために施設の高度化や新たなサービスを模索

していくことが必須ではあるものの、政策の変化による資金調達の影響や新技術導入時期の調整等により、設備投

資が大きく変化する場合、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因となります。

 

（5）生産、受注及び販売の実績

　当第１四半期連結累計期間において、受注高は2,067百万円で前年同四半期比136百万円（7.1％）の増加となっ

ており、受注残高は4,485百万円で前年同四半期比171百万円（4.0％）の増加となっております。

　また、販売実績は1,749百万円で前年同四半期比515百万円（41.8％）の増加となっております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 11,735,120

計 11,735,120

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,033,780 4,033,780

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 4,033,780 4,033,780 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成29年４月１日～

平成29年６月30日
― 4,033,780 ― 411 ― 386

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

429,100
― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

3,603,400
36,034 ―

単元未満株式
普通株式

1,280
― ―

発行済株式総数
 

4,033,780
― ―

総株主の議決権 ― 36,034 ―

 

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

シンクレイヤ株式会社
名古屋市中区千代
田2-21-18

429,100 ― 429,100 10.63

計 ― 429,100 ― 429,100 10.63

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、栄監査法人による四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

シンクレイヤ株式会社(E05326)

四半期報告書

 7/15



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 405 768

受取手形及び売掛金 470 555

完成工事未収入金 1,505 562

商品及び製品 713 727

仕掛品 50 121

未成工事支出金 29 81

原材料及び貯蔵品 316 327

その他 92 113

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 3,582 3,257

固定資産   

有形固定資産   

土地 1,520 1,520

その他 2,938 2,939

減価償却累計額 △2,563 △2,565

有形固定資産合計 1,895 1,895

無形固定資産 56 53

投資その他の資産   

その他 524 523

貸倒引当金 △4 △4

投資その他の資産合計 519 518

固定資産合計 2,472 2,467

資産合計 6,055 5,724
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 741 1,051

工事未払金 328 255

短期借入金 480 26

1年内返済予定の長期借入金 625 601

未払法人税等 52 14

賞与引当金 64 48

工事損失引当金 0 2

その他 222 363

流動負債合計 2,515 2,360

固定負債   

長期借入金 1,122 978

退職給付に係る負債 1,006 1,019

固定負債合計 2,128 1,997

負債合計 4,643 4,358

純資産の部   

株主資本   

資本金 411 411

資本剰余金 390 390

利益剰余金 602 576

自己株式 △120 △120

株主資本合計 1,283 1,257

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △0 0

為替換算調整勘定 82 74

退職給付に係る調整累計額 45 34

その他の包括利益累計額合計 127 108

純資産合計 1,411 1,366

負債純資産合計 6,055 5,724
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

売上高 1,233 1,749

売上原価 1,057 1,407

売上総利益 175 342

販売費及び一般管理費 351 342

営業損失（△） △175 △0

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 6 6

その他 1 1

営業外収益合計 8 7

営業外費用   

支払利息 5 4

為替差損 3 0

その他 － 0

営業外費用合計 8 4

経常利益又は経常損失（△） △175 2

特別損失   

固定資産除却損 0 0

投資有価証券評価損 1 －

事業構造改善費用 0 －

特別損失合計 1 0

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△177 2

法人税、住民税及び事業税 0 11

法人税等調整額 △8 △4

法人税等合計 △7 7

四半期純損失（△） △169 △4

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △169 △4
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

四半期純損失（△） △169 △4

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △0 0

為替換算調整勘定 △18 △7

退職給付に係る調整額 2 △11

その他の包括利益合計 △16 △18

四半期包括利益 △186 △23

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △186 △23

 

EDINET提出書類

シンクレイヤ株式会社(E05326)

四半期報告書

11/15



【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）

　当社グループの売上高は、通常の営業の形態として第４四半期に売上計上する割合が大きく、業績には季節変

動があります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

減価償却費 25百万円 22百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年６月30日）

配当金支払額

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年６月30日）

配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

1株当たり

配当額

(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年6月28日

定時株主総会
普通株式 21 6 平成29年3月31日 平成29年6月29日 利益剰余金

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）及び当第１四半期連結累計期

間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

　当社グループは、ケーブルテレビ施設のシステムの最適化を図ることを目的としたケーブルシステム・イ

ンテグレーション事業を主な事業として営んでおり、単一事業であることから記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 47円12銭 １円35銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額

（百万円）
169 4

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純損失金額（百万円）
169 4

普通株式の期中平均株式数（千株） 3,604 3,604

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在　

株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

 　 平成29年８月10日

シンクレイヤ株式会社   

取締役会　御中   

 

 栄監査法人  

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 玉置　浩一　　印

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 林　　浩史　　印

 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているシンクレイヤ株

式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から

平成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、シンクレイヤ株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。
 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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